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１．調査の目的 

「岡山県内のＮＰＯ法人は 1998 年の NPO 法制定以来、年度によって差はあるものの増加の一途をたどって

います。しかしながら、法人としての事業規模としては小さな組織が多く、その財政基盤は脆弱です。」というの

が、これまでの県内の NPO 法人に対する一般的な分析でした。本調査では、この分析が本当に正しいのか、

また、幅広いテーマで活動する NPO 法人の分野や活動地域によって傾向や差はないのか、など、これまで語

られていた一般論としての状況分析を実際の決算書や各ＮＰＯ法人に直接、回答いただいたアンケートから集

めた数値により確かめ、本当の意味での状況分析を行うことを目指しました。 

また、一方で県内の小学校等の総数よりも多くなった NPO 法人の地域に対する経済的な影響を、寄付総額

や収支などから見るとともに、各地域において NPO 法人がどのような役割を担っているかを提供するサービス

から読み解くことにより、NPO 法人の地域への影響や果たしている役割を明らかにすることも狙いです。 

今後、本調査で明らかになった、ＮＰＯ法人の運営に「足りないもの」を補うための支援を検討し、また、NPO

法人同士で補っていくことを提案することで、NPO 法人のより健全な発展を支えることに役立てて行きたいと考

えております。あわせて、民間の公益サービス提供機関であり、市民に社会参加の機会を提供する機関でもあ

る NPO 法人の役割について広く市民に周知するツールとしても活用していきます。 

 

 

 

２．調査の方法 

本調査にあたっては、以下の 3 つの手法により NPO 法人の実態を明らかにすることを目指しました。 

（1） 事業報告書の調査 

所轄庁にて公開されている事業報告書、決算書（収支計算書、貸借対照表）から調査に必要な数値を抽出

し、表計算ソフトで集計することにより、財政状況やサービスの種類等を調査しました。 

（2） アンケート調査 

対象となる全ての NPO 法人にアンケートを送付し、事業報告書ではわからない人員配置や財源の種類な

ど、運営の実態について調査しました。 

（3） ヒアリング調査 

事業報告書等の調査結果を受けて、寄付、会費、事業収入に特徴のあった NPO 法人に対して、その特徴

が現れた理由について仮説を立て、ヒアリングを行うことで検証を行いました。 

 

 

 

3．調査実施者 

本調査は、特定非営利活動法人（NPO 法人）岡山 NPO センターが岡山県から業務委託を受け、実施しました。 

●特定非営利活動法人 岡山 NPO センター 

〒700-0822 岡山市北区表町 1 丁目 4-64 上之町ビル 4 階    URL http://www.npokayama.org/ 

TEL 086-224-0995   FAX 086-233-1732   E-mail npokayama@gmail.com 
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３．調査対象 

本調査では、以下の条件に該当する NPO 法人を調査の対象といたしました。 

（1）事業報告書の調査・・・518 法人 

平成 22 年 3 月末日に成立していた（設立の登記が完了していた）岡山県認証 NPO 法人（524 法人）中、 

平成 23 年 2 月末日までに解散した 6 法人を除く 518 法人。 

（2）アンケート調査・・・266 法人 （回答率 57% ・ 送付先 469 法人） 

上記の法人のうち、事業報告書を調査時点までに提出していた 469 法人中、回答のあった 266 法人。 

（3）ヒアリング調査・・・13 法人 

上記の 2 種の調査を行った結果、事業収入及びその増加額、会費、寄付において特徴的だった 13 法人。 

 

 

 

4．注釈・用語解説 

本文中で「アンケートにより」と書かれている部分については、上記の調査対象のうち、「（2）アンケート調査」の

回答を集計した結果です。ヒアリング調査については目次の「Ⅴ．特徴のあるNPO法人へのヒアリング結果」に

のみ使用しております。それ以外の項目につきましては、特に断りがない場合、「（１）事業報告書の調査」の結

果を集計したものです。 

 

なお、本報告書においては各用語を以下の意味で使用しております。 

●備前地域、備中地域、美作地域・・・それぞれ県が設置する備前・備中・美作各県民局が管轄する地域を呼

ぶ。 

 [備前地域] 岡山市、玉野市、備前市、瀬戸内市、和気町、吉備中央町、赤磐市 

[備中地域] 倉敷市、総社市、笠岡市、井原市、新見市、早島町、里庄町、高梁市、矢掛町、浅口市 

[美作地域] 津山市、真庭市、美作市、鏡野町、西粟倉村、新庄村、久米南町、美咲町、奈義町、勝央町 

 

●NPO 法人・・・特定非営利活動促進法で定められた特定非営利活動法人。 

●フルコストリカバリー…総経費の回収。その事業にかかった人件費や間接的な経費（通信費、家賃、管理

事務員の人件費等）も支出すること。 

●コストパフォーマンス…「費用対効果」、事業収入／事業支出。 

●アカウンタビリティ…説明責任。法人や事業に関わる全てのステークホルダー（利害関係者）に対して、組

織の決定や行動について説明を行うこと。 

●認定 NPO 法人…一定の条件を満たした NPO 法人が国税庁に申請をし、認定を受けることで、寄付者への

所得税控除等、税制上の優遇を受けられるようになる制度。 

●パブリックサポートテスト…一般からの支持度合いを測るために収入における寄付金の割合を図るテスト。

直前２事業年度における総収入金額等のうちに占める受入寄附金総額等の割合が一定割合（※現在は期

限付で 1／5）あるかどうかを決められた数式で求める。認定 NPO 法人に認定されるための重要な指標の１

つである。 
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１．設立年度と分野の分布 

年々NPO 法人は増加しているが、その多くが県南に事務所を置いている。 

【NPO 法人の純増数変化】 

2003 年度以降は毎年、平均約 60 の NPO 法人が誕生しているが、特に 2003 年度、2006 年度には 80 を超える

法人が誕生している。2003 年度には岡山県が福祉移送特区に認定されたことや市町村合併の動きが始まったこ

と、2006 年度には障害者自立支援法が施行されたこと等が影響していると推察される。 

（棒グラフ：年度毎の法人純増数の推移） 

 

 

 

【NPO 法人の地域分布】 

地域分布としては県内 NPO 法人の半数以上（約 5 割）が備前地域に事務所を置き、約 3 割が備中地域、残り約

2 割が美作地域に存在している。なお、地域による法人の活動分野の差はあまりなく、どの地域でもほぼ同じ比率

で存在している。（円グラフ：地域ごとの NPO 法人数の比率：n=518） 
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（帯グラフ：地域ごとの特定非営利活動分野別比率） 

 

 

 

 

（棒グラフ：分野毎の NPO 法人数比率、複数選択有、n=3,372） 
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２．提供されているサービスの種類と対象者数 

NPO 法人は年間延べ 400 万人以上の人に、3500 を超えるサービスを提供している。 

【NPO が提供するサービスとのその分布、利用人数】 

NPO 法人が取り組む事業を事業報告書より集計したところ、年間に 3,631 の事業に、延べ 4,345,395 名が利用

（受益）していることが分かった。（円グラフ：地域毎の事業数） 

 

 

なお、地域別の事業の割合は NPO 法人数の割合にほぼ比例しているが、一法人あたりの平均事業数では地域

差はなく、どの地域でも、約 7 事業となった。同様に分野毎の一法人あたりの事業数を出したデータでも大きな差

はなかったが、美作地域では、「まちづくり」、「消費者保護」の事業が多く、「人権」の事業が少ない傾向に、備中地

域では、「情報化社会」と「科学技術」に関する事業が多く、「地域安全」の事業が少ない傾向に、備前地域では「災

害救援」「地域安全」「男女共同参画」の事業が多く、「科学技術」の事業が少ない傾向にある。 

全事業数 法人数 一法人あたりの平均事業数 参加者総数 

備前地域 1952 282 6.9 2,330,805 

備中地域 1180 165 7.2 1,166,881 

美作地域 499 71 7.0 847,709 

 

（帯グラフ：地域毎の一法人あたりの分野別事業数） 
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また、アンケートにより、行政機関の許認可が必要なサービスへの取組状況を聞いたところ、以下の表のような

回答が得られた。介護保険事業に取り組む法人よりも、障害者自立支援法に関する事業に取り組む法人が 3 倍近

く多いことがわかった。また、それらの事業や福祉有償運送、児童デイサービスなどのいわゆる福祉事業以外にも、

人材派遣業や通訳案内業、理美容業等に取り組む NPO 法人も存在することが分かった。 

飲食に関わる NPO 法人も多くあり、サービスの幅がとても広いといえる。 

介護保険 31  人材派遣業 8 菓子製造（パン・ケーキなど） 6 

障害者自立支援 92  職業紹介業 0 食品衛生許可（喫茶店など） 3 

福祉有償運送 20  理・美容業 1 旅館業 1 

児童デイサービス 10  貸金業 0 旅行業・旅行代理業 0 

保育所（認可外を含む） 8  飲食業 4 産業廃棄物処理 3 

通訳案内業 4  酒類販売業 0   

 

（棒グラフ：許認可を伴う事業への取り組み状況） 

 

 

（棒グラフ：地域別・許認可を伴う事業へのうち、主要な事業の取り組み状況） 
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【委託事業の数（分野・地域別）】 

アンケートにより、国及び出先機関、県及び県民局、市町村の各行政機関毎の委託事業への取組状況を聞き、、

それを法人数で割った結果が以下の表である。分野によって事業の数に開きが見られた。NPO 法人数が少ない

分野では、事業数の比率がとても高くなっており、一つの NPO 法人が多くの委託事業を受けていると推察される。 

  全法人数 国及び出先機関 県及び県民局 市町村 計 

医療又は福祉 537 33 6% 79 15% 152 28% 264 49% 

社会教育 336 30 9% 38 11% 101 30% 169 50% 

まちづくり 318 28 9% 51 16% 82 26% 161 51% 

芸術又はスポーツ 254 27 11% 39 15% 82 32% 148 58% 

環境 222 14 6% 40 18% 48 22% 102 46% 

災害救援 78 3 4% 18 23% 28 36% 49 63% 

地域安全 91 5 5% 27 30% 37 41% 69 76% 

人権 193 13 7% 38 20% 51 26% 102 53% 

国際協力 150 21 14% 12 8% 25 17% 58 39% 

男女共同参画 116 19 16% 32 28% 36 31% 87 75% 

子ども 350 29 8% 63 18% 85 24% 177 51% 

情報化社会 75 12 16% 11 15% 26 35% 49 65% 

科学技術 43 11 26% 8 19% 23 53% 42 98% 

経済活動 75 17 23% 10 13% 25 33% 52 69% 

職業又は雇用 150 23 15% 27 18% 50 33% 100 67% 

消費者 46 14 30% 25 54% 31 67% 70 152% 

援助の活動 338 39 12% 59 17% 108 32% 206 61% 

計 3372 338 10% 577 17% 990 29% 1905 56% 

※複数の分野で活動する NPO 法人があるため、計は実数とは異なる。 

（棒グラフ：分野別の平均委託事業の総数） 
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一方、同じデータから地域別に委託事業を法人数で割り、平均数を出した結果で見ると、市町村による委託事

業等の割合は、備前県民局管内が最も少ないことがわかり、また県及び県民局による委託事業や、委託事業の全

体数で考えると備中県民局が最も多いことがわかった。NPO 法人全体で見ても委託事業を受けている比率は高く、

法人による偏りはあるものの、多くの事業が NPO 法人に対し委託されていることが分かった。 

  国及び出先機関 県及び県民局 市町村 

備前地域 0.1 0.2 0.3 

備中地域 0.1 0.3 0.5 

美作地域 0.0 0.1 0.5 

 

なお、委託事業の金額については、委託者毎に聞いたところ、以下の表のような結果となった。事業数同様、備

前地域で相対的に多く、いずれの地域でも 100 万円以上の事業が多い事が分かった。 

委託者 金額  国及び出先機関 県及び県民局 市町村 

備前 

0 60 55 56 

10 万未満 1 1 3 

10～50 万未満 4 5 4 

50～100 万未満 1 5 2 

100 万以上 12 17 20 

備中 

0 41 40 34 

10 万未満 0 0 4 

10～50 万未満 1 5 5 

50～100 万未満 1 1 4 

100 万以上 5 6 25 

美作 

0 18 19 16 

10 万未満 0 0 2 

10～50 万未満 0 2 3 

50～100 万未満 0 0 1 

100 万以上 4 3 14 
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【指定管理事業】 

 アンケートにより、現在、指定管理事業を行っているかどうかを聞いた結果、調査時点において、以下の 14 施設

について、管理運営を行っているとの回答が得られた。なお、本項目はあくまでアンケートで回答を得られた施設

の内、自治体のインターネットサイト等で指定管理が行われていることが確認できた施設のみを掲載しており、実

際に指定管理を行っていても、アンケートの回答がなかったものやインターネットで確認できなかったものについて

は含められていない。 

 

施設名 
委託者 

（県または市町村名） 

岡山県ボランティア・NPO 活動支援センター 岡山県 

おかやま旧日銀ホール 岡山県 

岡山県立児童会館 岡山県 

玉野市障害者地域活動支援センター こころの里 玉野市 

玉野市文化会館 BAUHAUS 玉野市 

笠岡市大井児童館 笠岡市 

井原市市民活動センター 井原市 

きよね夢てらす ふるさとふれあい広場 総社市 

常山交流センター 高梁市 

勝山文化往来館ひしお 真庭市 

奥津歴史資料館 鏡野町 

日帰温泉施設 大釣温泉 鏡野町 

鏡野町子育て支援センター 鏡野町 

天岡運動公園 西粟倉村 
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３．参加・寄付による市民支持度 

 年間、約 1 億 6 千万円の会費と約 3 億 5 千万円の寄付が集まっている。 

【会員の人数】 

アンケートにより、種別ごとの会員の人数を聞いたところ、以下の表ような結果となった。傾向として団体会員や

その他の会員は少ない、又はいないことが多く、個人正会員は 10～50 名の法人が多く、個人賛助会員は 1～50

名（10 名未満と 10～50 名）の法人が多い事が分かった。なお、地域による差はほとんどなかったが、備前地域に

おいては、会員人数が 100 名以上いると回答した NPO 法人が 8%おり、約 1 割、いずれかの種類の会員人数が 100

名を超える NPO 法人は存在することが分かった。 

 

（帯グラフ：会員の種類別人数） 

 

（帯グラフ：個人正会員の地域別人数） 
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また、会員人数が 0 名との回答が比較的少なかった「個人正会員」と「個人賛助会員」の分野毎の内訳を調べる

と以下のような結果となった。正会員は 10 名以上存在することが NPO 法人の必須条件であることもあり、一番多

いのはどの分野でも「10～50 名未満」であるが、「災害救援」「消費者保護」等では「50～100 名未満」の法人も多く、

また、「災害救援」及び「国際協力」「人権」の分野では「100 名以上」と答えた法人も 1 割以上いた。一方、個人賛助

会員では「男女共同参画」「人権」「消費者保護」「経済活動」の分野で「50～100 名未満」の割合が多く、また、「災

害救援」では 2 割近くの法人で会員が 100 名を超えている。 

（帯グラフ：会員種別ごとの比率・・・個人正会員） 

 

 

（帯グラフ：会員種別ごとの比率・・・個人賛助会員） 
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【会費収入】 

会費額について決算書より集計したところ、NPO 法人に払われた会費の年間総額は 165,896,241 円であり、

１法人あたりの平均額は320,882円となった。以下の棒グラフのとおり、金額が大きい法人と少ない法人の差が

大きく、また、ごく一部の法人の会費収入が高いことが分かる。また、分野別の１法人あたりの平均額は以下の

とおりとなった。同様に分野毎での集計結果をみると、「国際協力」「災害救援」「男女共同参画」の分野で特に

高い傾向が見えた。また反対に、「地域安全」「まちづくり」「子ども」「職業又は雇用」の分野では会費収入の平

均額が低い傾向となった。（※複数の分野を選択している NPO 法人があるため、その分野を選択している NPO

法人の集計においての結果。） 

 

 

（棒グラフ：会費収入額が少ない順に法人を並べた図） 

 

 

 

（棒グラフ：分野毎の会費収入の平均額） 
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【全収入における会費の比率】 

同様に決算書より当期収入全体における会費収入の比率を集計したところ、全体の平均値は 18%となった。また、

各地域及び分野毎の平均値は以下のとおりとなった。地域においては NPO 法人数のばらつきも大きく、収入規模の

小さな法人においては必然的に会費の比率が上がること等の影響により、「吉備中央町」の 33%から 0%の地域まで

様々な結果となった。分野においてはそれほど大きな差は生まれなかったが、「災害救援」「地域安全」「国際協力」

「消費者保護」等の会員以外の受益者から対価の得にくい分野において会費の比率が比較的高く、「医療又は福祉」

「まちづくり」「職業又は雇用」等の介護保険等の行政による制度や委託等の事業があるか、または会員以外の受益

者から比較的対価の得やすい分野において会費の比率が低い傾向となった。 

 

（棒グラフ：地域別の全収入における会費の平均比率） 

 

 

（棒グラフ：分野別の全収入における会費の平均比率） 
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【会員の運営への参加度】 

アンケートにより、会員の立場は「運営側」と「利用者側」のどちらに近いかを聞いたところ、「運営側」との回答が

多い結果となった。なお、地域別でみると、備前地域では運営側の比率が最も高い法人と、利用者側の比率が高

い法人との数がほぼ同数であったが美作地域では運営側が多く、地域により会員のあり方に傾向の差が見えた。

同様に分野毎の比率について見てみると、ほぼ全体の傾向と同じであるが、「科学技術」に関する NPO 法人では

利用者側の比率が高く、また「災害救援」「環境」に関する NPO 法人では運営側の比率が高い傾向が見られた。 

 

（帯グラフ：地域別の会員の立場） 

 

                                                     

（帯グラフ：分野別の会員の立場） 
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【寄付者の人数と属性】 

アンケートの中で寄付者の人数を調査したところ、以下のような結果となった。7 割の NPO 法人では企業やその

他の組織からの寄付者はおらず 4 割の NPO 法人が 10 人未満の個人より寄付を受けていることが分かった。 

また、地域による差はそれほど大きくないが、最も備前地域での寄付者が多いことがわかった。同様に分野による

差も大きくはないが、「国際協力」、「人権」「芸術またはスポーツ」で比較的寄付者の人数が多く、「情報化社会」

「科学技術」「経済活動」で寄付者が少ない事が分かった。 

 

（帯グラフ：寄付者種類別人数ごとの法人数と割合） 

 

 

（帯グラフ：地域別寄付者人数ごとの法人数と割合） 

 

 

（帯グラフ：分野別寄付者人数ごとの法人数と割合） 
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【寄付収入】 

寄付額について決算書より集計したところ、NPO 法人に払われた寄付金の総額は 349,480,627 円であり、１法人

あたりの平均額は 674,673 円となった。以下の棒グラフのとおり、金額が大きい法人と少ない法人の差が大きく、ま

た、会費よりもさらに、ごく一部の法人の寄付収入が高いことが分かる。また、分野別の平均額は以下のとおりとな

った。また、分野においても差がみられ、「災害救援」が飛びぬけて高く、次いで「安全安心」「人権」「国際協力」「男

女共同参画」の分野でそれぞれ 150 万円を超える平均額となった。なお、これまでも記載しているとおり、分野にお

いては複数の分野を選択している法人があるため、上記の分野を寄付額の高い法人が複数選択している影響も

大きいと考えられる。なお、法人数の少ない「情報化社会」「科学技術」「経済活動」等の分野をのぞいてみた場合

に、「医療又は福祉」「まちづくり」の分野に寄付が少ないのは、会費同様、行政による制度や委託事業、または受

益者による対価収入が高いためと推察される。 

 

 

 

（棒グラフ：寄付金収入額が少ない順に法人を並べた図） 

 

 

（棒グラフ：分野別の一法人あたりの寄付金の平均額） 
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【全収入における寄付金の比率】 

 同様に決算書より、全収入における寄付金の比率を集計し、その全体平均は 9%となった。また、各地域及び分

野別の平均は以下のとおりとなった。備前市における比率が高いのは寄付額と同じ理由であるが、それを除くとど

の自治体でも概ね 1 割程度となった。なお、分野毎の結果では、「災害救援」「国際協力」の分野で比率が高く、次

いで「人権」「情報化社会」「援助の活動」で 10%を越えた。一方で「地域安全」「男女共同参画」「消費者保護」で比

率が低く、「地域安全」「男女共同参画」では会費の比率が高かったのに対して、寄付の比率は低い結果となった。

これらの結果により、全体の平均において会費が約 2 割、寄付が約 1 割の計 3 割を占めていることが分かった。 

 

（棒グラフ：地域別の全法人の収入総額における寄付金総額の比率） 

 

 

 

（棒グラフ：分野別の全法人の収入総額における寄付金総額の比率） 
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【寄付者の継続状況】 

 アンケートにより、寄付者の継続状況について聞いたところ、「ほとんど毎年」及び「ほぼ半数の寄付者が毎年継

続している」との回答と「ほとんど単発」との回答がほぼ半々となった。その結果を地域毎に見ると、備前地域では

「ほとんど毎年継続」の回答が少なく、備中地域では多い。また、分野ごとで見ると「災害救援」「科学技術」の分野

で継続率が高く、一方で「環境」「経済活動」「情報化社会」「まちづくり」等の分野で比較的単発の寄付が多いこと

が分かった。（円グラフ：寄付者の継続率） 

 

（帯グラフ：地域別の寄付者の継続状況） 

 

（帯グラフ：分野別の寄付者の継続率） 
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４．雇用の受け皿としての可能性 

  約半数の NPO 法人で 3 名以上の職員を雇用しているが、給与水準は低い。 

【職員の雇用人数と平均給与】 

 アンケートにより、職員の雇用人数について聞いたところ、以下のような結果となった。3 名以上の職員を雇用す

る NPO 法人は全体の約半分であり、その中でも 10 名以上の職員を雇用するには全体の約 2 割であった。また、

地域による差はほぼなかった。また、分野毎に見ると、「医療又は福祉」「人権」「職業又は雇用」の分野で 10 名以

上職員が雇われている割合が高いことが分かった。（円グラフ：職員の雇用人数） 

 

（帯グラフ：地域別の職員の雇用人数） 

 

（帯グラフ：分野別の職員の雇用人数） 
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 アンケートにより、職員の平均給与について聞いたところ、以下のような結果となった。75%の NPO 法人で平均給

与が 140 万円未満であり、いわゆるフルタイムの常勤職員ではなく、短時間労働の職員が多いことが分かる。地域

による差は大きくないが、備前地域では平均 140 万円未満の NPO 法人が多いことがわかった。分野では約 8 割の

NPO 法人がどの分野でも平均 140 万円未満であった。特に「災害救援」「情報化社会」の分野では 9 割の NPO 法

人が平均 140 万円未満となっている。（円グラフ：職員の平均給与） 

 

（帯グラフ：地域別の職員の平均給与） 

 

（帯グラフ：分野別の職員の平均給与） 
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【正規職員の雇用人数と平均給与】 

あわせてアンケートにより、前期の職員中の社会保険に加入する正規職員人数について聞いた結果が、以下で

ある。3 名以上の正規職員を雇用する NPO 法人は全体の 3 割程度であった。地域による差はほとんどないが、他

地域と比べ、美作地域で「3 名以上 10 名未満」の比率が高く、備前地域では「30 名以上」の比率が高かった。 

また、分野毎の傾向では、「人権」及び「援助の活動」で「3 名以上 10 名未満」の比率が高く、「医療又は福祉」「人

権」「子ども」の分野で「30 名以上」の比率が高かった。（円グラフ：正規職員の雇用人数） 

 

（帯グラフ：地域別の正規職員の雇用人数） 

 

（帯グラフ：分野別の職員の正規職員の雇用人数） 
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 同様にアンケートにより、社会保険に加入する正規職員の平均給与について聞いた結果が以下である。正規職

員の平均給与が 140 万円以上となる NPO 法人は全体の約半数であった。地域による差も大きく、備前地域では約

6 割の NPO 法人で「140 万円未満」である一方、「220 万円以上 400 万未満」の NPO 法人も約 3 割となり、地域内

で正規職員の給与に開きがある状況となっている。分野毎の傾向でも 6 割が「140 万円未満」だが、「医療又は福

祉」「人権」「子ども」の分野で「220 万円以上 400 万未満」の NPO 法人が約 2 割あった。 

（円グラフ：正規職員の平均給与） 

 

（帯グラフ：地域別の正規職員の平均給与） 

 

（帯グラフ：分野別の正規職員の平均給与） 
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【職員の従事事業（雇用の財源）】 

 アンケートにより、職員の従事事業を聞いた結果が以下である。4 割の職員が自治体や国等の行政機関からの

委託事業や補助事業のために雇用されているが、約 3 割が自主事業のために雇用されており、NPO 法人全体で

は、必ずしも行政事業への依存が大きくないことが分かった。地域別に見ると、備前地域では自主事業の割合が

他地域に比べ高い。分野別では「人権」「地域安全」「医療又は福祉」「職業又は雇用」「援助の活動」で行政事業の

割合が高く、「消費者保護」「環境」「国際協力」「情報化社会」で自主事業の割合が高いことがわかった。 

（円グラフ：職員の従事事業） 

 
（帯グラフ：地域別の職員の従事事業） 

 

（帯グラフ：分野別の職員の従事事業） 
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５．経済効果 

  NPO 法人は年間約 60 億円のお金を動かしている。 

【NPO 法人の消費】 

 支出額について決算書より集計したところ、年間で約 63 億円（6,356,017,497 円）の支出となることが分かった。 

勘定科目 金額 勘定科目 金額 

委託費 75,847,248 通信運搬費 36,776,534

諸謝金 6,937,579 旅費交通費 28,677,632

印刷製本費 4,535,516 研修費 2,508,756

広告宣伝費 4,535,516 固定資産取得額 48,896,398

会議費 14,756,563 車両経費 17,470,373

交際費 14,756,563 修繕費 31,592,059

諸会費 10,599,298 新聞図書費 2,332,482

消耗品費 89,147,309 水道光熱費 83,573,461

賃借料・リース料 133,905,014 保険料 14,075,757

 

【NPO 法人の人件費】 

 また、決算書より「人件費」または「給与」「社会保険料」「役員報酬」等の「人」に係る費用として計上されている経

費を集計したところ、年間で約 7 億円（700,294,181 円）の人件費支出を行っていることが分かった。なお、本金額は

決算書より管理費支出の中に明記されていた額だけを集計した結果であり、事業費の支出等として計上している

場合には実数が把握できないため、含めることができていない。そのため、実数はさらに大きいと考えられる。 

勘定科目 金額 

人件費 650,515,600

役員報酬 49,778,581

計 700,294,181

 

【NPO 法人の納税額】 

 同様に決算書より法人税や消費税等の納税額を集計したところ、年間で約 5 千万円（49,079,144 円）の納税を行

っていることが分かった。なお、本金額は決算書に明記されていた額だけを集計した結果であり、事業費の支出等

として計上している場合には実数が把握できないため、含めることができていない。 

勘定科目 金額 

租税公課 15,825,327

法人税等 29,749,217

消費税 3,504,600

計 49,079,144

 

【NPO 法人に対する支払】 

 収入額について決算書より集計したところ、年間で約年間で約 67 億円（6,669,872,347 円）の収入となることが分

かった。なお、収入の内訳などについては、「NPO 法人の財務状況」の頁で詳しく示す。 
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６．行政との協働事業の状況 ～2008 年度協働実態調査との比較～ 

  協働の認識は NPO 主体に変化しているが、フルコストリカバリーの実現は半数に届かない。 

【協働事業のイメージ】 

アンケートにより、協働事業のイメージについて尋ねたところ、以下のような結果となった。2008 年度より、「意見

交換から実施時に至る事業」という回答が増え、「公募による委託事業」「審議会を設置して行う事業」及び「提案・

要求から実施に至る事業」という回答が減った。2008 年度よりも回答が分かれ、法人により捉え方に差があること

が分かるとともに、一方からの要望ではなく、共に考えていくものであるという意識が高まったことが感じられた。 

2008 年度 変化 2010 年度 

公募による委託事業 25% 2 ﾎﾟｲﾝﾄ▼減 23%

審議会を設置して行う事業 4% 1 ﾎﾟｲﾝﾄ▼減 3%

提案・要求から実施に至る事業 26% 2 ﾎﾟｲﾝﾄ▼減 24%

意見交換から実施に至る事業 15% 7 ﾎﾟｲﾝﾄ△増 23%

複数の組織によるプロジェクトチームでおこなう事業 18% 増減なし 18%

その他 12% 1 ﾎﾟｲﾝﾄ▼減 10%

 

【協働の相手に期待する役割】 

 アンケートにより、協働の相手（行政機関）に期待する役割について聞いたところ、以下のような結果となった。

2008 年度より「資金提供」「事業実施」「人材派遣」が減り、「企画への助言」「連絡調整」「物品提供・貸出」「事業評

価」等が増えた。全体としては「資金提供」「情報提供」「広報・PR」を望む意見が多いが、「資金提供」の減少は大

きく、資金援助だけを目的とするのではなく、行政の強みである情報の収集や広報等を期待し、効率的な事業実施

を目指して協働することへの意識変化が感じられる。 

  2008 年度 変化 2010 年度 

資金提供 35% 18 ﾎﾟｲﾝﾄ▼減 17%

情報提供 11% 2 ﾎﾟｲﾝﾄ△増 13%

場所提供 7% 3 ﾎﾟｲﾝﾄ△増 9%

企画立案 1% 4 ﾎﾟｲﾝﾄ△増 5%

企画への助言 1% 6 ﾎﾟｲﾝﾄ△増 7%

事業実施 15% 8 ﾎﾟｲﾝﾄ▼減 7%

事業実施への助言 5% 1 ﾎﾟｲﾝﾄ△増 6%

ニーズ調査 0% 3 ﾎﾟｲﾝﾄ△増 3%

人材派遣 7% 3 ﾎﾟｲﾝﾄ▼減 4%

広報・PR 7% 3 ﾎﾟｲﾝﾄ△増 10%

連絡調整 1% 6 ﾎﾟｲﾝﾄ△増 7%

物品提供・貸出 0% 5 ﾎﾟｲﾝﾄ△増 5%

事業評価 0% 5 ﾎﾟｲﾝﾄ△増 5%

その他 10% 7 ﾎﾟｲﾝﾄ▼減 2%
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【協働事業を行う際の理想的な事業形態】 

 アンケートにより、協働事業を行う際の理想的な事業形態について尋ねたところ、以下のような結果となった。

2008 年度より「事業委託」という意見が 5 ポイント減り、同じ 5 ポイント「全額補助」という意見が増えた。事業委託

の場合、主体は行政機関側となるが、補助の場合は NPO 法人側が主体となる。 

 

2008 年度 変化 2010 年度 

事業委託 43% 5 ﾎﾟｲﾝﾄ▼減 39%

全額補助 18% 5 ﾎﾟｲﾝﾄ△増 23%

部分補助（1/2 など） 16% 2 ﾎﾟｲﾝﾄ▼減 14%

協働相手が予算管理を行う（必要分を都度請求） 10% 1 ﾎﾟｲﾝﾄ▼減 9%

その他 13% 3 ﾎﾟｲﾝﾄ▼減 15%

 

（棒グラフ：2010 年度の協働の相手に期待する役割） 

 

 

（円グラフ：2010 年度の協働事業を行う際の理想的な事業形態） 
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【委託事業のフルコストリカバリーについて（人件費の支払い）】 

 NPO 法人に対するアンケートにより、委託事業における人件費の支払い状況について聞いた結果が以下である。どの

行政機関でも 6 割以上が人件費の支払いを行っていないが、特に「国からの委託事業」については 8 割以上の NPO 法

人が人件費の支払いがなかったと回答している。地域毎の傾向をみると、県の事業では備前地域でもっとも人件費が支

払われた NPO 法人が多く、市町村の事業では逆に備前地域で人件費が支払われた法人が最も少ないという結果にな

った。どの地域、その行政機関で見ても、半分以上の NPO 法人では人件費が支払われなかったと回答しており、事業の

趣旨や内容にもよるが、事業の経費支払いについて見直しが必要であると考えられる。 

 

 

（帯グラフ：委託事業における委託者別の人件費支払い状況について） 

 

 

 

（帯グラフ：地域別の委託事業における県の人件費支払い状況について） 

 

 

 

（帯グラフ：地域別の委託事業における市町村の人件費支払い状況について） 
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同様に分野毎の傾向を見ると、県の事業では特に「男女共同参画」「消費者保護」の分野で約 5 割の支払いが

あり、一方、「国際協力」「援助の活動」の分野では約 8 割が支払われていないことが分かった。また、市町村にお

いては、「職業又は雇用」「医療又は福祉」の分野で約 5 割の支払いがあり、一方、県と同様に「国際協力」の分野

で約 8 割が支払われていなかった。 

 

（帯グラフ：分野別の委託事業における県の人件費支払い状況について） 

 

 

（帯グラフ：分野別の委託事業における市町村の人件費支払い状況について） 
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【委託事業のフルコストリカバリーについて（管理費の支払い）】 

 同様に、アンケートにより、委託事業における管理費の支払い状況について聞いた結果が以下である。人件費

同様、どの行政機関でも 6 割以上が管理費の支払いを行っていないが特に「国」は 9 割以上の NPO 法人に管理

費が支払われていない。地域毎の傾向をみると、県の事業では、備前地域以外では 9 割近い法人が管理費の支

払いを受けていない。また、市町村では備前地域で約 8 割、そのほかの地域でも 6 割～5 割が支払われていない

状況であった。これも、事業の趣旨や内容にもよるが、委託事業が持続可能なものになるためにも、フルコストリカ

バリーを目指して、管理費の支払いも行われる事業が増えて行くことが望ましいと考えられる。 

 

 

（帯グラフ：委託事業における委託者別の管理費支払い状況について） 

 

 

 

（帯グラフ：地域別の委託事業における県の管理費支払い状況について） 

 

 

 

（帯グラフ：地域別の委託事業における市町村の管理費支払い状況について） 
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あわせて、分野毎の状況を見ると、県の事業においては「国際協力」の分野で極端に少なく、96%の NPO 法人が

支払いを受けていない。一方で「消費者保護」「男女共同参画」の分野では約4割のNPO法人に支払いがなされて

いる。市町村においては、概ね４割～５割の NPO 法人に管理費が支払われているが、やはり「国際協力」の分野

で少なく、「消費者保護」「男女共同参画」そして「地域安全」の分野では約半数の法人に支払いがなされている。 

 

（帯グラフ：分野毎の委託事業における県の管理費支払い状況について） 

 

 

（帯グラフ：分野毎の委託事業における市町村の管理費支払い状況について） 
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１．経営意識と組織 

  約半数の NPO 法人が財務状況は悪いと考えている。 

【景気や経営状況に対する意識】 

 アンケートにより、周辺の景気変化や経営状況により聞いた結果が以下である。周辺の景気については約７割以

上が「わるい」と回答しており、３年前と比較しても「わるい」と約６割以上が回答している。また、自法人の経営状況

についても見ると、財務状況については、約５割が「わるい」と回答したが、約４割は「どちらでもない」中間値を選

んだ。事業実施状況については、「わるい」と回答した法人は約２割にとどまり、約５割が「どちらでもない」、３割が

「よい」と答えた。景気はよくないが、経営状況はよくもわるくない、と認識していることが伺える。 

 

（帯グラフ：周辺の景気への意識） 

 

 

 （帯グラフ：３年前と比較した現在の周辺の景気への意識） 

 

 

（帯グラフ：財務状況への意識） 

 

 

（帯グラフ：事業実施状況への意識） 
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【役員の人数と報酬支払率】 

 役員名簿より、役員の人数とその内訳としての理事及び監事の人数と役員に対する報酬支払率等を集計した結

果が以下の表である。県内には約４千人の NPO 法人役員がおり、その 2%に役員報酬が支払われていることが分

かった。なお、理事の平均人数は１法人あたり 7 名、監事は１名であり、多くの NPO 法人で法の最低人数である 3

名の２倍以上の理事が経営にあたっていることが分かった。なお、平均の報酬額は約 9 万 6 千円であった。 

役員計 理事 監事 報酬支払人数 報酬支払率 報酬額 

計 4,045 名 3,370 名 675 名 84 名 2% 49,778,581 円

平均 8.6 名 7.2 名 1.4 名 0.2 名 - 592,602 円

 

なお、分野毎の役員数や報酬平均額は以下の結果となった。分野による大きな差はないが、「情報化社会」「科

学技術」などの分野で役員数が多く、「環境」「職業又は雇用」の分野で少ないことが分かった。報酬平均額につい

ては、そもそもの支払いが少ない分野もあり、一部で突出した額となってしまっている。 

  役員数 理事 監事 
報酬 

平均額 

1 医療又は福祉 8.4 名 7.0 名 1.4 名 639,885 円

2 社会教育 9.2 名 7.7 名 1.5 名 584,505 円

3 まちづくり 9.1 名 7.6 名 1.5 名 739,995 円

4 芸術又はスポーツ 9.6 名 8.1 名 1.5 名 506,617 円

5 環境 8.6 名 7.2 名 1.5 名 353,189 円

6 災害救援 9.2 名 7.6 名 1.6 名 257,500 円

7 地域安全 8.8 名 7.3 名 1.5 名 515,000 円

8 人権 9.6 名 8.1 名 1.6 名 312,396 円

9 国際協力 10.0 名 8.5 名 1.5 名 449,150 円

10 男女共同参画 9.5 名 8.1 名 1.5 名 652,450 円

11 子ども 8.7 名 7.3 名 1.5 名 573,786 円

12 情報化社会 10.7 名 9.2 名 1.5 名 232,183 円

13 科学技術 10.7 名 9.1 名 1.6 名 1,305,000 円

14 経済活動 9.3 名 7.8 名 1.6 名 1,315,500 円

15 職業又は雇用 8.6 名 7.3 名 1.5 名 602,950 円

16 消費者 10.4 名 8.6 名 1.7 名 540,867 円

17 援助の活動 9.4 名 7.9 名 1.5 名 432,284 円
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また、アンケートにより、役員の継続状況について、以下、表のいずれにあたるか聞いたところ、「2」の「設立時

から、理事は代わったが、代表者は代わっていない。」及び」「1」の「設立時から、代表者、理事、監事が全く代

わっていない」という回答が約 7 割を占めた。NPO 法人においては、代表者が変更するにあたって組織自体が解

散してしまう事例もよく見受けられるが、多くの NPO 法人で役員の変更をしておらず、創業時と同じ役員または同じ

代表者が現在も役員を担っていることが分かった。 

 

1 設立時から、代表者、理事、監事が全く代わっていない。 30% 

2 設立時から、理事は代わったが、代表者は代わっていない。 41% 

3 設立時から、代表者は代わったが、その他の理事、監事は代わっていない。 3% 

4 設立時から、代表者、理事は代わったが、監事は代わっていない。 5% 

5 設立時から、代表者、理事、監事のいずれも代わっている。 17% 

 

（棒グラフ：役員の継続状況） 
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２．事業規模 

  県内全法人の収入合計の半分をわずか８％の法人が占めている。 

【収入の規模】 

前章でも書いたが、決算書より NPO 法人の収入額を合計すると年間で約 67 億円（6,669,872,347 円）になった。

それを法人毎に調べ、収入規模によって集計したところ、以下の結果となった。100万円未満の法人が最も多く、全

体の約 4 割を占めているが、一方で 100 万円以上の法人もあわせて約 3 割になることがわかった。また、そのうち

の 2%は 1 億円を超える収入がある事が分かった。これは実数では 10 法人であり、この 10 法人の収入合計は県内

全法人の収入合計 23%を占め、さらに、年間 5,000 万円以上の収入をもつ 37 法人（1 億以上の法人を含む）の収入

合計で県内全法人収入の 50%を占めることが分かった。つまり、事業報告書が提出されている 469 法人のわずか

8%の法人が、県内全法人の半分の収入を占めていることがわかった。 

なお、事業報告書未提出の法人も含め、87 の法人で、収入が 0 またはマイナスとなっていた。 

 

（棒グラフ：収入規模の分布） 

 

 

（棒グラフ：NPO 法人の収入規模毎の法人数） 
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（棒グラフ：収入規模毎の収入合計） 

 

 

収入規模を分野毎に集計すると以下の結果となった。「人権」「保険医療又は福祉」「職業又は雇用」等の分野で

は様々な収入規模の法人が存在しており、収入規模 100 万円未満の法人も 40%以下と比較的少ないが、「経済活

動」「地域安全」の分野では、半数以上が 100 万円未満の法人となっており、小規模法人が多いことが分かる。 

 

（帯グラフ：分野別の NPO 法人の収入規模毎の割合） 
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【支出の規模】 

同様に、前章でも書いたが決算書より NPO 法人の支出額を合計すると年間で約 63 億円（6,356,017,497 円）にな

った。それを法人毎に調べ、収入支出規模によって集計したところ、以下の結果となった。全体の傾向は収入と同

じであり、100 万円未満の法人が最も多く、全体の 4 割以上を占めているが、一方で 100 万円以上の法人もあわせ

て約 3 割になることがわかった。また、分野別の結果では「人権」「職業又は雇用」「保険又は福祉」の分野で 100

万円以下の法人が 40%以下と少なく、一方で「地域安全」「災害救援」では 60%を越えており、小規模法人の割合が

多いことが分かった。 

なお、事業報告書未提出の法人も含め、収入よりも多い、97 の法人で、支出が 0 となっていた。 

（円グラフ：NPO 法人の支出規模毎の割合） 

 

（帯グラフ：分野別の NPO 法人の支出規模毎の割合） 
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３．収入源 

  どの分野で活動する NPO 法人でも事業収入が最も多く、全収入の 80%を占める。 

【収入の内訳】 

 決算書より当期収入の内訳を「事業収入 」「助成金・補助金収入」「入会金・会費収入」「寄付金収入」「雑収入」

「受取利息」「その他の収入」の 7 種類に分けて集計した結果が以下である。事業収入が最も多く 80%を占めており、

県内の全 NPO 法人を合計すると約 53 億円となった。残りの 20%中の内訳は助成金・補助金が 10%（約 6 億 7 千万

年）、寄付金が 5%（約 3 億 5 千万円）、入会金・会費収入が 3%（約 1 億 6 千万円）等となった。 

なお、１法人あたりの収入科目ごとの平均額を出すと以下の表のようになった。（単位：円） 

 
事業収入 

助成金・ 

補助金収入 

入会金・ 

会費収入 

寄付金 

収入 
雑収入 受取利息 

その他の 

収入 

平均 10,244,645 1,301,161 320,263 675,912 104,310 3,069 101,840

合計 5,306,726,333 674,001,530 165,896,241 350,122,631 54,032,803 1,589,890 52,753,371

 

（円グラフ：NPO 法人の収入の内訳） 
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 また、各市町村及び分野毎の平均額は以下の表のようになった。（単位：円）なお、各収入項目ごとに平均額が

高かった 2 分野に色をつけている。どの分野でも事業収入が最も多く、次いで多い収入については分野によって異

なる事が分かった。また、続くグラフは以下の表を分野毎にグラフ化したものである。 

分野 事業収入 
助成金・ 

補助金収入 

入会金・ 

会費収入 

寄付金 

収入 

その他 

の収入 
雑収入 受取利息

 医療又は福祉 11,010,968 1,273,392 328,001 721,554 96,791 103,402 2,441

社会教育 8,426,336 1,268,279 418,327 983,224 111,603 87,703 2,132

まちづくり 6,801,282 1,055,665 369,511 868,932 73,682 72,266 1,326

芸術・スポーツ 7,262,250 1,039,333 505,130 1,302,802 103,362 128,622 2,754

環境 5,309,187 870,868 450,574 1,001,090 85,725 34,272 3,306

災害救援 6,897,035 443,629 694,675 3,277,510 247,467 23,455 5,605

地域安全 5,178,257 475,048 347,025 1,851,758 93,466 28,240 1,813

人権 8,302,263 1,364,659 603,198 1,935,786 171,656 81,338 2,794

国際協力 6,600,381 920,695 721,391 1,946,916 120,075 34,545 4,690

男女共同参画 6,052,572 793,032 633,351 1,812,660 72,607 87,542 1,789

子ども 9,952,857 1,236,163 386,369 993,067 105,053 149,252 2,292

情報化社会 5,644,117 283,780 562,051 306,031 118,018 29,782 1,555

科学技術 8,062,700 741,818 537,400 415,355 171,737 26,066 739

経済活動 5,277,737 781,087 333,272 317,909 132,678 30,116 322

職業又は雇用 11,151,101 1,978,784 239,100 364,549 173,019 85,470 3,829

消費者 9,249,552 472,533 403,406 346,446 121,558 56,674 3,442

援助の活動 8,287,563 1,636,189 396,370 1,113,399 109,016 68,004 4,150
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【事業収入の規模】 

 決算書の中より、事業収入についてその規模毎に集計した結果が以下である。収入全体の傾向よりさらに 100

万円未満の法人が多く、約 50%を占める。規模毎の収入合計で見ると、全体の 5%にあたる 5,000 万円以上の収入

をもつ法人の収入合計は全体の約半分を占め、収入全体同様、規模の差が大きいことが分かった。 

 

（円グラフ：NPO 法人の事業収入規模毎の割合） 

 
 

（棒グラフ：事業収入規模毎の事業収入合計） 
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（棒グラフ：分野毎の事業収入合計） 

 

 

【助成金・補助金収入の状況】 

決算書の中より、助成金・補助金についてその規模毎に集計した結果が以下である。100 万円以下の法人

が 80%を越えており、多数であるが、1,000 万円を超える法人もあり、それらの法人への助成金・補助金収入を

集計したところ、約 3 億円となった。なお、分野によっても差が大きく、「医療又は福祉」「援助の活動等の分野

に多くの助成金・補助金収入があり、「情報化社会」「災害訓練」等の分野で少ないことが分かった。 

 

（円グラフ：NPO 法人の助成金・補助金規模毎の割合） 

 

 

（棒グラフ：事業収入規模毎の助成金・補助金収入合計） 
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（棒グラフ：分野毎の助成金・補助金収入合計） 

 

 あわせて、アンケートにより、民間助成機関による助成金及び行政機関による補助金（国及び出先機関、県

及び県民局、市町村）毎の金額を聞いた結果が以下である。行政機関からの補助金は金額が高く、民間の助

成金は幅広い金額での資金提供がなされていることが分かる。また、分野毎の状況を集計すると、「災害救援」

「科学技術」の分野で補助金・助成金いずれも少ないことが分かる。 

 

（帯グラフ：助成金・補助金の提供先毎の助成・補助金額） 
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（棒グラフ：分野毎の行政補助金の状況） 

 

 

（棒グラフ：分野毎の民間助成金の状況） 
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４．収益状況 

  年間の収支差額が最大と最小の法人で約 7 千万円の差がある。 

【事業の収支状況】 

 決算書より、事業に関する収支（事業収入―事業支出）を集計したところ、以下の結果となった。赤字となってい

る法人を除くと、年間で約 30 億円（3,025,028,220 円）の収支差額があり、最大の法人で 112,805,513 円、最少の法

人で-62,203,229 円となった。しかしながら、事業収支は赤字であるが、会費や寄付金、助成金や補助金等の収入

により黒字となっている法人も多く、特に赤字となっている額については実態を表しているとは言えない。なお、1 億

円を超える収支があったのは「医療又は福祉」「芸術またはスポーツ」「子ども」の分野のみであった。 

また、事業の収支差額が 1,000 万円を超える 48 法人について、分野を集計したところ「医療又は福祉」の分野が

多く、一方で収支差額が-1,000 万円を超える 68 法人について分野を集計したところ、「医療又は福祉」「援助の活

動」「子ども」の分野が多いことが分かった。 

 

（帯グラフ：分野毎の事業収支上収支状況） 
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（棒グラフ：NPO 法人の事業収支状況） 

 

 

（棒グラフ：事業収支差額が 1,000 万円以上の法人の分野毎の法人数） 

 

 

（棒グラフ：事業収支差額が-1,000 万円未満の法人の分野毎の法人数） 

 

 

0%

3%

3%

8%

23%

38%

11%

6%

8%

1%

0%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

‐1億円以上‐5000万円未満

‐5000万円以上‐1000万円未満

‐1000万円以上‐500万円未満

‐500万円以上‐100万円未満

‐100万円以上0円未満

0円以上100万円未満

100万円以上500万円未満

500万円以上1000万円未満

1000万円以上5000万円未満

5000万円以上1億円未満

1億円以上

24%

11%
9%

7%

2% 2% 2%
5%

1%
3%

11%

1% 1% 1%

8%

2%

9%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

14%

10% 9%
7%

5%

2% 2%

8%
5%

3%

10%

2%
1% 2%

6%

1%

13%

0%
2%
4%
6%
8%

10%
12%
14%
16%



   
55 

【単年度の収支状況】 

 決算書より、単年度の収支（収入―支出）を集計したところ、以下の結果となった。赤字となっている法人を除くと、

年間で約 5 億円（597,939,793 円）の収支差額があり、最大の法人で 44,515,319 円、最少の法人で- 25,245,928 円

となった。なお、1 億円を超える収支があったのは 7 法人であった。 

また、事業の収支差額が 500 万円を超える 41 法人について、分野を集計したところ「医療又は福祉」の分野が

多く、一方で収支差額が-500 万円を超える 16 法人について分野を集計したが、同じく「医療又は福祉」の分野が

多かった。本分野については収入規模も多様な法人が多かったが、事業規模も格差が大きいことが分かった。 

 

（棒グラフ：NPO 法人の収支状況） 

 

 

（棒グラフ：収支差額が 500 万円以上の法人の分野毎の法人数） 

 

 

（棒グラフ：収支差額が-500 万円未満の法人の分野毎の法人数） 
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【コストパフォーマンスの高い事業】 

 アンケートにより、最もコストパフォーマンス（費用対効果）が高い事業を聞いたところ、以下の回答が得られ

た。（個別の事業名を除いたもののみを掲載）NPO 法人の事業が多岐にわたることがよく分かる結果となった。 

 

研修会・講演会・教室 
 

移動支援 
 

喫茶 

学会、講演会開催支援事業 
 

高齢者ディサービス 
 

レストラン経営事業 

出張事業 
 

サロン事業 
 

菓子製造 

出張相談 
 

支援者養成事業 
 

手芸作品含む販売 

相談事業 
 

児童ディサービス 
 

天然酵母のパン屋 

地域活動支援事業 
 

児童福祉事業 
 

授産製品の販路開拓による斡旋事業

CD.DVD 制作 
 

就労継続支援 
 

環境保全事業 

機関紙の発行 
 

障害福祉サービス事業 
 

企業と協働の森林保全活動 

落語 
 

自立援助ホーム運営事業 
 

清掃事業 

スポーツイベント 
 

生活支援・身体介護事業 
 

資源回収 

体験キャラバン 
 

福祉有償運送 
 

内職 

舞台芸術鑑賞事業 
 

たすけあい事業 
 

資材組立 

音楽祭 
 

住宅型有料老人ホーム 
 

託児事業 

バザー 
 

訪問介護 
 

乳幼児・学童への保育事業 

農作業 
 

通所介護 
 

放課後児童クラブ 

軽作業 
 

日中一時支援事業 
 

失業者就業支援事業 

請負業 
 

居宅支援事業 
 

指導者の育成事業 

外部評価機関 
 

公共委託事業 
 

法人成年後見事務提供事業 
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５．資産状況 

  NPO 法人全体で約 30 億円の資産があり、短期的な支払い能力も高い。 

【流動資産と流動負債】 

 決算書より、「流動資産」「固定資産」「流動負債」「固定負債」「正味財産」の各項目を集計したところ、以下の結

果となった。なお、NPO 法人の全ての資産を合わせると約 30 億円（3,052,213,474 円）となる。 

一般的な経営分析を NPO 法人にあてはめることは難しいが、「固定資産」「固定負債」共に少なく、どの分野でも

資機材や長期的な負債を抱えている率が少ないことが分かる。また、全法人の平均値による「流動比率（流動資

産÷流動負債×100）」も 210%と 200%を越えており、短期的な支払い能力が高いことが分かる。 

 
流動資産 固定資産 流動負債 固定負債 正味財産 

計 2,049,697,041 1,002,516,433 974,493,492 602,612,234 1,475,107,748

平均 3,956,944 1,935,360 1,881,262 1,163,344 2,847,698

 

（円グラフ：平均の資産の割合） 

 

 

（円グラフ：平均の負債・正味財産の割合） 
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６．管理費 

  約半数の NPO 法人で 3 名以上の職員を雇用しているが、給与水準は低い。 

【管理費・固定費の比率】 

 決算書より管理費額の集計と、収入に対する管理費、管理費中の固定費（人件費、役員報酬、福利費、賃借料・

リース料、通信運搬費、諸会費）の割合を調べたところ、以下の表となった。管理費、固定費ともに、全法人の合計

力計算したところ、27%と 13%という低い比率であり、効率的な運営ができていると考えられる。しかしながら、この数

値の中にはいわゆるボランティアとして活動された方の経費や無料で使用している事務所等（代表宅を無料で適

応している場合等）の賃貸料は含まれていないと考えられるため、厳密に実態を表しているとは言い難い。 

 なお、全法人の平均をとって同様の比率を求めようとしたが、収支のバランスが著しく崩れている法人があるため

に、以下のように現実的な数値を求めることができなかった。また同様に、各分野における比率を求めようとしたと

ころ、同様の結果となったため、分野毎の合計額を基に集計した結果が以下である。「国際協力」「援助の活動」

「職業又は雇用」の分野で管理費率が低く、「芸術またはスポーツ」「医療又は福祉」等の分野で比率が高いことが

分かった。 

 

管理費 管理費比率 固定費比率 

計 1,787,114,721 27% 13% 

平均 3,450,028 276% 49% 

 

（棒グラフ：分野毎の管理費率） 
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１．情報開示 

  約 6 割の NPO 法人で総会資料と同じ報告書量を公開している。 

【事業報告書・決算書のページ数と公開状況】 

 今回の調査時点での事業報告書等の所轄庁への提出率は 91%であった。提出されている事業報告書等のペー

ジ数を調べたところ、以下の結果となった。所轄庁が示している事業報告書等のひな型は事業報告書が1ページ、

決算書が 3 ページ（貸借対照表、財産目録、収支計算書各１ページ）であるが、いずれもその 3 倍以上のページ数

となる資料を作成していることがわかった。 

 
事業報告書 決算書 役員名簿 計 

平均 3.6 ページ 8.9 ページ 2.3 ページ 14.8 ページ 

 

 

 また、アンケートにより、事業報告書の公開状況について、以下の表の内、どれにあたるか複数回答で聞いたと

ころ、「1」の回答が最も多く、半数の法人で総会資料と同様の情報開示を、多くの NPO 法人でおこなっていること

がわかった。また、「4」及び「5」の計 13%の法人では自法人のウェブサイトまたは民間のポータルサイト等でも事業

報告書の公開をおこなっていることがわかった。 

 

 項目 法人数  項目 法人数

1 
総会資料と同じ情報量の 
事業報告書を所轄庁に提出している 

155 4 
法人のウェブサイト等で 
事業報告書を公開している 

16 

2 
総会資料の一部を事業報告書として 
所轄庁に提出している 

67 5 
民間のポータルサイト等で 
事業報告書を公開している 

19 

3 
総会資料とは別に作成した資料を 
所轄庁に提出している 

35 6 
法人発行の広報誌等で 
事業報告書を公開している 

15 

 

（棒グラフ：事業報告書の公開状況、N=266） 

 

58%

25%

13%

6% 7% 6%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

1 2 3 4 5 6



   
62 

２．ICT の活用 

  約半数の NPO 法人がホームページを開設して情報発信を行っている。 

【ＩＣＴの活用】 

 アンケートにより、ICT の利用状況について複数回答で聞いたところ、以下の結果となった。約 7 割の法人で E メ

ールを利用しているが、独自のホームページ（ウェブサイト）を持っている法人は約 5 割であった。また、ブログをも

っている法人は 2 割とさらに少なく、インターネットを活用した情報発信はまだまだ進んでいない。 

 また、使用している会計ソフトについてもあわせて聞いたところ、以下の回答が得られた。45%の法人でソリマチ社

の「会計王 NPO Limited」が使用されていることが分かった。 

 

 項目 法人数  項目 法人数

1 E メールを利用している。 177 4 独自のサーバーをもっている。 11 

2 ホームページをもっている。 128 5 プログを開設している。 45 

3 独自のドメインをとっている。 37 6 Twitter を利用している。 11 

 

（棒グラフ：ICT の利用状況、N=266） 

 

 

（棒グラフ：利用している会計ソフト、N=98） 
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３．比較のしやすさ 

  勘定科目は多様であり、会計基準等への統一化が必要である。 

【使用されている勘定科目】 

 決算書を集計したところ、県内の全 NPO 法人で 2,000 以上の勘定科目が使用されており、主要な科目（事業名等

独自の名称が付されたものではない科目）だけでも、354 の科目が使用されていることがわかった。その中で、使

用頻度の上位 20 の勘定科目が以下である。NPO 法人の事業は多岐に渡り、また NPO 法施工以前から活動して

いる団体においては、これまでの伝統がある等難しい点もあるが、今後は「NPO 会計基準」等に合わせ、勘定科目

も統一化を図っていく必要がある。 

  勘定科目 法人数   勘定科目 法人数 

1 会費収入 358 11 助成金・補助金収入 182 

2 寄付金収入 308 12 入会金収入 174 

3 通信運搬費 302 13 人件費 168 

4 消耗品費 301 14 水道光熱費 149 

5 受取利息 278 15 貸借料 147 

6 雑費 268 16 保険料 129 

7 旅費交通費 220 17 その他の事業会計からの繰入金 107 

8 雑収入 199 18 福利費 107 

9 租税公課 188 19 支払手数料 102 

10 会議費 184 20 諸会費 100 

 

【事業報告書の記載項目】 

 同様に、事業報告書に記載されている項目について調べたところ、以下の結果となった。以下の 8 つの項目

は、ほとんどの NPO 法人の事業報告書に掲載されているが、一方でこれらの項目以外については、わずかに

しか使用されておらず、事業報告書をステークホルダーにとってその法人の事業効果等を図るツールとして活

用していくためにも精査が必要であると考える。 
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１．パブリックサポートテストへの適合性 

  パブリックサポートテストにより条件を満たす法人は 10%未満である。 

【パブリックサポートテストへの適合性】 

 決算書より、収入合計と寄付金収入を調べ、パブリックサポートを簡易的に実施したところ、テストを通過できる

法人は 32 法人だった。また、その結果を分野毎に集計すると以下のようになった。実際には行政機関からの事業

収入等計算に加えられる数値があるため、対象法人が多くなると考えられる。 

 

（棒グラフ：分野毎のパブリックサポートが通過可能な法人割合） 

 

 

 

また、アンケートにより、認定取得に必要な寄付台帳等の以下の表に記載の台帳類について作成を行っている

か聞いたところ、以下のような結果となった。寄付台帳は 30%の法人でしか作成されておらず、認定 NPO 法人の取

得推進と合わせて、その作成を促す必要があることが分かった。 

1 会員台帳（会員名簿） 3 備品台帳 

2 寄付台帳（寄付者名簿） 4 その他の台帳 

 

（棒グラフ：各種台帳の作成状況、N=266） 
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 あわせて、アンケートにて、同じく認定取得に必要な監査の状況について、聞いたところ、以下の結果となった。

認定取得には公認会計士による監査を受ける必要があるが、それが実施できているのは 22%に止まり、台帳作成

と同じく、啓発を行う必要があることがわかった。 

1 公認会計士による監査を受けている。（監事による監査と併用実施も含む） 

2 公認会計士以外の監事による監査を受けている。 

 

（棒グラフ：監査の状況、N=266） 
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２．認定取得に関する阻害要因 

  認定取得への魅力を感じている法人が少なく、申請への意識が低い。 

【認定 NPO 法人への意識と阻害要因】 

 アンケートにより、認定 NPO 法人に対する意識について、聞いたところ、以下のような結果となった。約半数の法

人が「制度は知っているが、申請の予定はない」と回答しており、多くの法人は申請の意識がないことが分かる。一

方で、申請を準備中または検討している法人は合わせて 14%であった。制度を普及するためには、申請する意識

のない法人に対して、制度のよさや利益などを伝える必要があると考えられる。 

 

 項目 法人数  項目 法人数

1 
認定に向けて申請済み、 
もしくは申請の準備中である。 

12 4 
制度は知っているが、 
申請の予定はない。 

127 

2 申請を検討している。 24 5 制度自体を知らない。 46 

3 申請を検討したが、断念した。 13 6 その他 23 

 

 

（棒グラフ：認定 NPO 法人に対する意識、N=266） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5%
9%

5%

48%

17%

9%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

1 2 3 4 5 6



   
68 

 また、同様に、申請に当たっての阻害要因を聞いたところ、以下のような回答が得られた。「1」の「パブリックサポ

ートの基準を満たすこと」という回答が最も多く、約 4 割を占めている。実際にも前期のとおり、テストの基準を満た

すことが難しく、一番のハードルになると考えられる。また、「8」「申請作業を行うスタッフの不足。」や「10」「申請に

かかる手間や費用に対して、メリットが薄いこと。」等の回答も多く、認定そのものの魅力が薄く、スタッフや作業コ

ストを割くほどのメリットが感じられないと考えている法人が多いことが分かった。 

 

1 
パブリックサポートテスト（※）の 

基準を満たすこと。 
7 

役員に占める役員の親族等の割合が 

3 分の 1 以下であること。 

2 
公認会計士等の監査又は青色申告法人と

同等の帳簿記録・保存。 
8 申請作業を行うスタッフの不足。 

3 
事業活動に占める共益的活動が 50％未満

であること。 
9 申請書類をそろえること。 

4 
総事業費に占める特定非営利活動の事業

費が 80％以上であること。 
10 

申請にかかる手間や費用に対して、メ

リットが薄いこと。 

5 
受入寄付金の 70％以上を特定非営利活動

事業費に充当すること。 
11 手続き自体が分かりにくいこと。 

6 
役員に占める特定の法人の役員等の割合

が 3 分の 1 以下であること。 
12 その他。 

 

（棒グラフ：認定 NPO 法人申請の阻害要因、N=176） 
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１．寄付 

  課題を正しく伝え、課題解決へ参画するための手法としての寄付を促している。 

 

【寄付が多い法人に対する仮説】 

 これまでの調査結果を基に、寄付金収入額に特徴のある 2 つの法人へのヒアリング調査を行った。ヒアリングに

あたっては以下の寄付収入が多い理由や多い団体の特長に関する仮説を立て、仮説の正しさを検証する中で、そ

の特徴を推察した。(調査対象法人：A、B) 

 

（寄付収入が多い法人に対する仮説） 

 項目 寄付金額が多い 

どのような収入をどういう割合で得て

いるのか（財源の詳細） 

・寄付と委託金収入（請負業）によって支えられ、自主事業と委託事業の

バランスがとれている。 

・寄付は複数の主体から複数の方法で受けている。（募金箱、企業など）

・おおむね、会費も多い。 

人件費等が占める割合または組織の

財政的な柔軟性（固定費の比率） 

・固定費の割合は増える。 

・会費が中心の組織に比べ、管理者の人件費は低い。しかし、事業スタ

ッフが多い。 

決定権とスピード。理事会と事務局の

役割（組織体制） 

・代表者の知名度が高い。 

・強力な支援団体がある。 

・理事会など複数の人による意思決定機関により、組織決定がなされ

る。事務局はその指示に従って行動する。 

・現場レベルの判断は事務局にゆだねられる。 

・ボランティアの数も多くそのリピート率も高い。 

内部要因（強み・弱み） 

・使途限定の寄付が多ければ、実施事業が制限される。 

・代表者の知名度が高い。 

・強力な支援団体がある。 

・（強み）組織に知名度があり、また代表者や中心人物が広い人脈や交

流関係を持っているため、持続した支持を得やすい。 

・（弱み）複数の管理職員を用意する必要があり、その育成が難しい。 

外部環境（脅威・機会） 

・会のミッション達成の事項、事業のステークホルダーが、減少すること

がない 

・マスコミ等が取り上げてくれなくなれば寄付金額が減っていく。 

・海外支援は支持が得やすい 

・税制等の改正により、より寄付が得られやすい環境が訪れる。 

・独立して組織運営をおこなっているため、他のＮＰＯとの横の連携が少

なく、協働が起きにくい。また、反目や競争関係になる可能性がある。 
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（ヒアリング結果を基にした分析） 

 

収入バランスが良いとは限らない 

 全体収入における寄付の比重が大きく、次に会費や補助金・助成金などが多い。委託事業はほとんど

ない。『A』では、寄付収入の金額が会費収入の約 10 倍と寄付の割合がかなり高いが、『B』では、寄付

金勘定の金額は全体の数％だが、b 事業献金が全体の約 50％、会費が全体の約 20％、助成金が全体の

約 15％と比較的分散されている。 

 

寄付控除や認定 NPO に関する法改正に期待 

 寄付控除が受けられるようになれば寄付収入がさらに増えると予想している。また認定 NPO の基準

が緩和されれば取得に向けて動きたいとも考えている。 

 

代表者など影響力が強い存在がいる 

 寄付が大きな位置を占めている理由や背景として、『A』では代表者が著名であること、『B』では寄

付者の多くが同じ宗教の信者であることが挙げられる。なお、両法人ともこの状況を認識している。 

しかし、この状態は、裏を返すと法人のミッションへの共感よりも、代表者の影響力で寄付が集まっ

ているという、一部分に依存した形でもあり、代表者の変更や構成員の変更により、寄付が減ることも

懸念される。 

 

海外支援は支持が得やすい 

国内支援の法人よりも海外支援の法人への寄付が多い傾向がある。寄付金収入の多い順に並べた際に

上位 10 の法人のうち、半数は国際支援に関する活動を行う法人であった。 

これは、日本人が国内よりも海外の方が深刻な状態であると思っていること、国内だと同じ日本であ

ることから共感しづらいことなど、抱いているイメージや価値観が影響しているのではないかと考えら

れる。しかし、これは伝え方の違いが招いた可能性が高く、例えば、海外支援の団体では活動内容や実

績よりも、活動する理由となっている課題自体を伝えている。例えば、年間の餓死者人数等、深刻な現

実を、写真や映像を使って見せることで共感を高めている。これらの「伝える情報」や「伝え方」等を

寄付収入を増やしたい法人は学ぶことが有効であると考えられる。 

 

対価のない寄付だからこそ 

 寄付の場合、会費の支払いとは異なって対価が存在していないため、知名度や写真・映像のインパク

トで寄付を集めていることが多い。そのため、寄付側も寄付をした時点で自己満足・自己完結している

可能性が高い。3 月 11 日に起こった「東日本大震災」の義援金については「使われ方に注意して寄付を」

と注意・警戒の呼びかけが発生しているが、寄付側はこの姿勢を持ち、寄付を受ける法人は用途や成果

を提示する必要がある。 

  



   
73 

２．会費 

  当事者としての帰属意識醸成で、サービス対価以上の価値を提供している。 

 

【会費が多い法人に対する仮説】 

  これまでの調査結果を基に、入会金・会費収入額に特徴のある 4 つの法人へのヒアリング調査を行った。ヒアリ

ングにあたっては以下の会費収入が多い理由や多い団体の特長に関する仮説を立て、仮説の正しさを検証する

中で、その特徴を推察した。(調査対象法人：C、D、E、F) 

 

 項目 会費収入が多い 

どのような収入をどういう割合で得てい

るのか（財源の詳細） 

・当事者団体の性格が強い。 

・会費収入には、対価性のあるものが含まれている。 

・会費、寄付と委託金収入（請負業）によって支えられ、自主事業と委

託事業のバランスがとれている。 

人件費等が占める割合または組織の財

政的な柔軟性（固定費の比率） 

・固定費の割合は増える。 

・管理のための人件費が確保しやすくなる 

・専用の事務所を構えている。 

・会員サービスの為に複数の職員が必要。 

決定権とスピード。理事会と事務局の役

割（組織体制） 

・会員の意見を丁寧に汲み取るしくみになっていて、決定のスピードが

遅くなる。理事長の独断決定というわけには行かない。 

・理事会の開催数が多い 

・管理費の人件費が確保でき、事務局体制がしっかりしている。 

・組織にかかわる要員が多い、 

・継続性があり、組織の歴史もある。任意団体から長く活動している団

体が多い。 

内部要因（強み・弱み） 

・専用の事務所を構え、組織維持のための専従の事務局をおくことが

できる。 

・（強み）組織に歴史があり、安定した運営ができている。定期的な仕

事は仕組化されていて、継承がしやすくなっている。 

・（弱み）運営や事業を変えたり、新しく始めるにあたって時間がかか

る。合意形成を行うステークホルダーが多い。 

外部環境（脅威・機会） 

・少子多老化による、対象者の増減で会員が減少（増加）する 

・マンネリ化が起きやすく、支持者のモチベーション維持にコストがかか

る。ゆるやかな減少を起こしやすい。 

・社会的な事象へ関心が高まる中で安定した担い手として、新たな支

持を受けられる機会がある。しかし、そのためには新たな支持者のた

めの受け入れ態勢が必要となる。 
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（ヒアリング結果を基にした分析） 

 

当事者団体としての性格が強い 

会費収入の多い法人の特徴は、こども教育事業を中心に、特定の集団やグループに対するサービスの

提供を目的としていることが多い。会費は、そのサービスを受けるためのメンバーへの加入要件（対価）

として機能し、会費を集めることで事業の企画・運営が実現し、今日まで継続されている。 

 

会費にはサービス対価の要素が多い 

『C』や『F』では、会費を支払うことで舞台芸術を鑑賞することができ、『E』では、練習に参加す

ることや大会に出場することができる。これらは、会費が鑑賞券や月謝として機能していると言い換え

て良いかもしれない。反対に、人件費やその他の事業に会費が使われすぎると会員から不満の声が上が

る。 

一方、『D』の場合は、会費を支払って会員になると、会員証や選手名鑑などの特典がいくつかもらえ

るが、試合の観戦チケットは別売りとなっている。このように、会費がサービス対価の性格よりは、「D

の会員だ」という誇りやステータスを醸成する機能となっているのが特長である。 

 

専従職員が少なくとも 1 人はいる 

管理人件費は、『C』で人数は不明だが月 20～25 万円（別に事業人件費が月 16～18 万円）、『F』，『E』，

『D』には専従職員が 1 人いて、それぞれ 7 万円，5 万円，約 16 万円を毎月支払っている。今後は職員

を増やしたいという意向があるが、資金的に厳しい状況にある。 

 

20 年超の団体は事業継承の経験あり 

 こども教育事業に取り組んでいる 3 法人に共通しているのは、特定非営利活動促進法ができる以前か

ら任意団体として活動しており、その歴史は 20 年を超えている。そのため、年間の事業計画が安定し、

それに伴う細かい業務も共有できるようになっている。また、いずれの法人も 1 度は代表者の交代を経

験している。『D』は歴史が浅いため、事業継承の経験はない。 

 

会員の減少をどう食い止めるか 

 歴史の長さが強みとして機能している一方で、会員数の減少が共通課題として浮き彫りとなっている。

こども自体が年々少なくなっていることが 1番の原因のように思えるが、各法人とも「それだけでない」

という見解を持っている。子ども向けの英会話教室やスポーツクラブ等、こども向けのサービスが多様

化している中、特に学習塾に通うこどもが多くなっており、厳しい状況を強いられている。これは親の

考え方や価値観の変化も影響している可能性が高い。 

会員数の増加を目指すのであれば、それぞれ地域や社会全体で起きていることを把握した上で、会員

サービスの向上を目指す必要がある。会員となってもらい、その後も会員であり続けてもらうためには、

会員にとって価値ある何かを継続して提供していかなければならない。会員の自己実現の場としてサー

ビスが機能すれば、会員の法人に対する帰属意識が高まり、会員の増加が見込めるかもしれない。そこ

に一定のステータスを見出せるような工夫とサービスの向上が必要だと考えられる。 
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３．収入 

  目的をもち、地域ニーズを把握した上での、経営者の覚悟と決断が発展を生む。 

 

【収入が多い法人に対する仮説】 

  これまでの調査結果を基に、事業収入額に特徴のある法人へのヒアリング調査を行った。ヒアリングにあたって

は以下の事業収入が多い理由や多い団体の特長に関する仮説を立て、仮説の正しさを検証する中で、その特徴

を推察した。(調査対象法人：G) 

 

 項目 事業収入 

どのような収入をどういう割合で得ている

のか（財源の詳細） 

・特性を活かしたサービスまたは商品を提供している。販売収入と委託

金収入（請負業）のバランスがとれている。（複数財源） 

人件費等が占める割合または組織の財

政的な柔軟性（固定費の比率） 

・業務を支えるだけの職員がおり、固定費は高い。しかし、スタッフ自体

が資産とも考えられる。 

決定権とスピード。理事会と事務局の役

割（組織体制） 

・急な事項に対応できるよう、決定権の実態が、代表や事務局にある。 

・理事会の開催数は少ない。 

・代表またはそれに代わる人の下に事務局がついており、トップの意思

決定で組織が動く。 

内部要因（強み・弱み） 

・(強み)スタッフが安心して育つ環境にあり、強いチームがつくられてい

る。 

・(弱み)大きな判断では代表者の能力に依存している部分があり、継承

が難しい。また、組織内で代表の意志や声が届かない部分が少しずつ

でてきている。 

外部環境（脅威・機会） 

・介護保険制度等の法改正により収益が減る 

・組織が成長することでＮＰＯ法人格が足かせとなる場合がある。 

・地域づくりや社会課題への関心が高まる中で追い風となる制度や施策

が増える。 

・事業に対して企業等の参入可能性があり、その影響を受ける可能性

がある。 
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（ヒアリング結果を基にした分析） 

 

地域特性を活かした斬新な商品アイデア 

 『G』では、指定管理事業のほか、ゴミの回収や郵便の配達など、行政サービスの代役を担っている。

しかし、これらの委託事業では雇用が確保できないため、古くから地域で栽培されていた野菜を加工し

た特産品を開発し、生産・販売している。平成 21 年度会計には、この特産品事業が法人の収入の中で

も大きい金額となった。 

 

地域密着だからこその機動性と共感性 

 『G』は、地域を限定して活動していることから、組織規模も大きくならず、迅速な意思決定ができ

たり、メンバー間のコミュニケーションが密に取れたりと機動性の高い運営ができている。また、「過

疎地となった自分たちの生活基盤を守りたい」という熱意が、地元住民や行政からの共感を得やすい。 

 

NPO 法人格が足かせとなることも 

「NPO」という概念に対する誤解から、NPO 法人が収益事業を営んでいることに疑問を抱く人は多

い。『G』は、特産品の生産・販売を行っているが、「非営利組織なのになぜ」と言われることがある。

また、『G』ではこの特産品事業を“特定非営利活動に係る事業収入”ではなく“その他の事業収入”と

して計上しており、今のままでは法上、これ以上事業規模を拡大できない。 

 

企業撤退から生活基盤を守る 

『G』が活動する地域では、企業・事業所の撤退や閉鎖が増えている。郵便事業は企業が撤退したが、

住民の生活基盤を確保するためには必要だと考えて『G』が仕分けから配達までを行っている。しかし、

このような行政サービスの代行だけでは人件費が足りず、従事者の生活が成り立たないため、収益事業

を新設した。 

 このように、地域や社会の課題を解決するためには、組織の維持・継続を目指さなければならない。

そのためには、実費だけでなく管理費も織り込んだ収支計画を立てる必要があり、場合によっては融資

を受けるなどの金銭的なリスクも取った方が良いこともある。その際に、経営層が本来の目的を見据え

た覚悟と決断ができるかどうかで、その後の地域や社会に対する影響力が大きく変わるかもしれない。

こうした基盤づくり・体制づくりが今後の NPO 法人の課題の一つだと考えられる。 
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参考資料 
1．調査用紙 
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アンケート調査用紙 （※掲載用に回答欄の幅等を調整しています） 

------------------------------------------------------------------------------- 

岡山県内 NPO 法人の経営と運営の実態に関する 

アンケート 

 

【アンケート記入の注意事項】 
 
１．本アンケートでの問いはすべて平成 21 年度の貴法人の活動について聞いています。

お手数ですが平成 21 年度の状況についてお教えください。 
２．アンケートの所要時間は、20 分程度です。 
３．アンケートの回答にあたっては、平成 21 年度の決算や会員の人数等が分かる資料を

ご準備ください。 
４．アンケート用紙は「7 枚」です。 

お手数ですが、7 枚すべてをご返送ください。 
５．アンケートは選択肢へ○をしていただく方式がほとんどです。 

（簡単な数字や事業名等を記載いただく項目が 6 問あります。） 
６．記入について不明な点などございましたら、当法人事務所（下記）まで 

お気軽にお尋ね下さい。 

 

 
 

【アンケートの送付締切日】 

2011 年２月７日（月）までにお願いいたします。 

 

 

 

 

【お問い合せ・ご返送先】 
特定非営利活動法人 岡山 NPO センター（担当：加藤・石原） 

〒700-0822 岡山市北区表町 1 丁目 4－64 上之町ビル 4 階 
（電話）０８６－２２４－０９９５ （FAX）０８６－２３３－１７３２ 
（E メール）npokayama@gmail.com（URL）http://www.npokayama.org/ 
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アンケート記入用紙  貴法人名：                  

1．職員の雇用状況について 

該当する番号 1 つだけに○をつけてください。 

1. 有給職員（アルバイト等含む）の人数を教えてください。 

1 3 名未満 3 10 名以上~30 名未満 

2 3 名以上~10 名未満 4 30 名以上 

 
2. 上記のうち、正規職員（社会保険加入者）の人数を教えてください。 

1 3 名未満 3 10 名以上~30 名未満 

2 3 名以上~10 名未満 4 30 名以上 

   

3. 有給職員（アルバイト等含む）の平均年収を教えてください。 

1 140 万円未満 3 220 万円以上~400 万円未満 

2 140 万円以上~220 万円未満 4 400 万円以上 

 

4. 正規職員（社会保険加入者）の平均年収を教えてください。 

1 140 万円未満 3 220 万円以上~400 万円未満 

2 140 万円以上~220 万円未満 4 400 万円以上 

   

5. 職員を雇用する財源の傾向について教えてください。 

1 主に自治体や国からの委託や補助事業のために雇用している職員が多い。 

2 委託や補助事業と自主事業のために雇用している職員が半々程度である。 

3 主に自主的に行う事業のために雇用している職員が多い。 

4 その他 

 

2．会員の状況について 

それぞれ該当する箇所に○をつけてください。 

6. それぞれの会員の人数または団体数について教えてください。 

個人正会員 （人） 0 10 未満 10～50 未満 50～100 未満 100 以上 

団体正会員（団体） 0 10 未満 10～50 未満 50～100 未満 100 以上 

個人賛助会員（人） 0 10 未満 10～50 未満 50～100 未満 100 以上 

団体賛助会員（団体） 0 10 未満 10～50 未満 50～100 未満 100 以上 

その他の会員 0 10 未満 10～50 未満 50～100 未満 100 以上 
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7. 会員は「運営者側」・「利用者側」のどちらが多いか、その比率を教えてください。 

（数字に○をつけてください） 

 

 

 

 

3．寄付の状況について 

該当する箇所に○をつけてください。 

8. 平成 21 年度中に貴法人の事業に対して行われた寄付について 

下記の主体ごとの寄付者人数を教えてください。 

個人（人） 0 10 未満 10～50 未満 50～100 未満 100 以上 

企業（社） 0 10 未満 10～50 未満 50～100 未満 100 以上 

その他の団体 0 10 未満 10～50 未満 50～100 未満 100 以上 

 

9. 事業に対しての寄付金について、それぞれの金額総額を教えてください。（単位：円） 

個人（人） 0 10 万未満 10～50万未満 50～100 万未満 100 万以上

企業（社） 0 10 万未満 10～50万未満 50～100 万未満 100 万以上

その他、団体 0 10 万未満 10～50万未満 50～100 万未満 100 万以上

 

10. 上記の「８」及び「９」で寄付があったと回答いただいた法人にお伺いします。 

寄付者の継続率について教えてください。 

1 ほとんどの寄付者が毎年継続して寄付している。 

2 半数程度の寄付者が毎年継続して寄付している。 

3 ほとんどの寄付者が単年度または単発の寄付である。 

4 その他 

 
 

4．行政からの委託事業及び補助金・助成金の状況について 

該当する番号に○をつけてください。 

11. 平成 21 年度に国、県、市町村等から委託を受けた事業の総数を教えてください。 

（それぞれ数字を記入してください。） 

国及び出先機関  事業

県及び県民局  事業

市町村  事業

運営側 1              2               3               4              5 利用側 
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12. 下記項目の中で、貴法人が取り組まれている事業をすべて選んでください。 

（複数選択可） 

1 介護保険 
 

7 人材派遣業 13 菓子製造（パン・ケーキなど）

2 障害者自立支援 
 

8 職業紹介業 14 食品衛生許可（喫茶店など） 

3 福祉有償運送 
 

9 理・美容業 15 旅館業 

4 児童デイサービス 
 

10 貸金業 16 旅行業・旅行代理業 

5 保育所（認可外を含む） 
 

11 飲食業 17 産業廃棄物処理 

6 通訳案内業 
 

12 酒類販売業 18 その他 

 

13. 平成 21 年度に国、県、市町村等から委託を受けた事業の総数を教えてください。 

（それぞれ数字を記入してください。） 

国及び出先機関 
 事業

県及び県民局 
 事業

市町村 
 事業  

 

14. 平成 21 年度に国、県、市町村等から委託を受けた事業に係る事業収入の総額を 

それぞれ教えてください。（単位：円） 

国及び出先機関 0 10 万未満 10～50万未満 50～100 万未満 100 万以上

県及び県民局 0 10 万未満 10～50万未満 50～100 万未満 100 万以上

市町村 0 10 万未満 10～50万未満 50～100 万未満 100 万以上

 

15. これまでに国、県、市町村等から委託を受けた事業で、人件費と一般管理費が支払いの対象とな

った事業があれば教えてください。それぞれ該当する方に○をつけてください。 

 人件費が対象となった事業 一般管理費が対象となった事業 

国及び出先機関 あり なし あり なし 

県及び県民局 あり なし あり なし 

市町村 あり なし あり なし 

※ 人件費：事業の実施に携わった人の給与が経費の対象になった事業。 

※ 一般管理費：事務所家賃や通信費などの間接的な経費が対象になった事業。 

 

 



   
83 

4/7 

16. 平成 21 年度に国、県、市町村、助成財団等から受けた補助金・助成金収入の総額を 

それぞれ教えてください。（単位：円） 

国及び出先機関 0 10 万未満 10～50万未満 50～100 万未満 100 万以上

県及び県民局 0 10 万未満 10～50万未満 50～100 万未満 100 万以上

市町村 0 10 万未満 10～50万未満 50～100 万未満 100 万以上

助成財団等 0 10 万未満 10～50万未満 50～100 万未満 100 万以上

 
 

5．行政機関との協働の状況について 

以下の設問では、協働の定義を「複数の主体が共通の目標のために、それぞれの強みを発揮して、事業

に取り組むこと」とします。 

 

17. 「協働事業」のイメージについて教えてください。 

（該当する番号に 1 つだけ○をつけてください。） 

1 公募による委託事業 4 意見交換から実施に至る事業 

2 審議会を設置して行う事業 5 
複数の組織による 
プロジェクトチームでおこなう事業 

3 提案・要求から実施に至る事業 6 その他 

 

18. 協働の相手に期待する役割について教えてください。（複数選択可） 

1 資金提供 
 

6 事業実施 11 連絡調整 

2 情報提供 
 

7 事業実施への助言 12 物品提供・貸出 

3 場所提供 
 

8 ニーズ調査 13 事業評価 

4 企画立案 
 

9 人材派遣 14 その他 

5 企画への助言 
 

10 広報・PR   

 

19. 協働事業を行う際の理想的な事業形態を教えてください。 

（該当する番号に 1 つだけ○をつけてください。） 

1 事業委託  4 
協働相手が予算管理を行う 
（必要分を都度請求） 

2 全額補助  5 その他 

3 部分補助（1/2 など）    



   
84 

5/7 

6．経営の状況について 

該当する番号に○をつけてください。 

20. 貴法人の周辺の景気について教えてください。（数字に○をつけてください） 

 

 

 

 

 

21. 貴法人の周辺の景気は 3 年前と比べてどうでしょうか。（数字に○をつけてください） 

 

 

 

 

 

22. 貴法人の財務状況について教えてください。（数字に○をつけてください） 

 

 

 

 

 

23. 貴法人の事業実施の状況について教えてください。（数字に○をつけてください） 

 

 

 

 

24. も事業収入の多い事業を教えてください。（事業名をご記入ください） 

事業名  

 

25. もコストパフォーマンス（費用対効果）の高い事業を教えてください。 

（事業名をご記入ください） 

事業名  

※コストパフォーマンス：事業収入に対して支出が少ない、費用対効果の高い事業。 

 

26. 指定管理事業を行われている場合、その施設名を教えてください。 

施設名  

6/7 

よい 1               2              3               4              5 わるい 

よい 1               2              3               4              5 わるい 

よい 1               2              3               4              5 わるい 

よい 1               2              3               4              5 わるい 
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7．組織管理の状況について 

該当する番号に○をつけてください。 

27. 役員の状況についてお教えください。 

1 設立時から、代表者、理事、監事が全く代わっていない。 

2 設立時から、理事は代わったが、代表者は代わっていない。 

3 設立時から、代表者は代わったが、その他の理事、監事は代わっていない。 

4 設立時から、代表者、理事は代わったが、監事は代わっていない。 

5 設立時から、代表者、理事、監事のいずれも代わっている。 

 

28. 監査についてお教えください。 

1 公認会計士による監査を受けている。（監事による監査と併用実施も含む） 

2 公認会計士以外の監事による監査を受けている。 

 

29. 作成されている台帳についてお教えください。（複数回答） 

1 会員台帳（会員名簿） 3 備品台帳 

2 寄付台帳（寄付者名簿） 4 その他の台帳 

 

30. 事業報告書（決算書を含む）の公開状況についてお教えください。（複数回答） 

1 
総会資料と同じ情報量の 
事業報告書を所轄庁に提出している 

4 
法人のウェブサイト等で 
事業報告書を公開している 

2 
総会資料の一部を事業報告書として 
所轄庁に提出している 

5 
民間のポータルサイト等で 
事業報告書を公開している 

3 
総会資料とは別に作成した資料を 
所轄庁に提出している 

6 
法人発行の広報誌等で 
事業報告書を公開している 

 

31. 認定 NPO 法人制度についての考えを教えてください。 

1 
認定に向けて申請済み、 
もしくは申請の準備中である。 

4 
制度は知っているが、 
申請の予定はない 

2 申請を検討している。 5 制度自体を知らない 

3 申請を検討したが、断念した 6 その他 

 

 



   
86 

7/7 

32. 前記の「31」で１～４を選択した法人に伺います。 

認定 NPO 法人申請の際に障害となる点を教えてください。（複数回答） 

1 
パブリックサポートテスト（※）の

基準を満たすこと。 
7 

役員に占める役員の親族等の割合が 

3 分の 1 以下であること。 

2 
公認会計士等の監査又は青色申告

法人と同等の帳簿記録・保存。 
8 申請作業を行うスタッフの不足。 

3 
事業活動に占める共益的活動が

50％未満であること。 
9 申請書類をそろえること。 

4 
総事業費に占める特定非営利活動

の事業費が 80％以上であること。 
10

申請にかかる手間や費用に対して、メ

リットが薄いこと。 

5 
受入寄付金の 70％以上を特定非営

利活動事業費に充当すること。 
11 手続き自体が分かりにくいこと。 

6 
役員に占める特定の法人の役員等

の割合が 3 分の 1 以下であること。
12 その他。 

※パブリックサポートテスト：一般からの支持度合いを測るために収入における寄付金の割合を図るテ

スト。直前２事業年度における総収入金額等のうちに占める受入寄附金総額等の割合が 1/3 以上である

かどうかを決められた数式で求める。 

 
33. パソコンの会計ソフトをご利用でしたら、ソフト名を教えください。 

ソフト名  

 

34. ICT（インターネット等）の利用状況についてお教えください（複数回答） 

1 E メールを利用している。 4 独自のサーバーをもっている。 

2 ホームページをもっている。 5 ブログを開設している。 

3 独自のドメインをとっている。 6 Twitter を利用している。 

 

８．ＮＰＯ法人の支援について 

35. 次の中で、利用（参加）したいと思われるものを教えてください。（複数回答） 

1 
利子相当額分の利子補給（行政から

の委託業務に係るものに限定） 
4 

税理士等の専門家の個別派遣（財務諸

表、事業計画等の作成支援等） 

2 
融資を受けるためのノウハウ習得

をテーマとしたセミナー 
5 

市民・企業等からの寄附募集を支援す

るイベント 

3 
情報発信のためのコンテンツ作成

などをテーマとしたセミナー 
6 その他（            ）

 
36.  「行政」や「ＮＰＯを支援する中間支援組織」へ要望をご記入ください。（自由回答） 

 

ご協力ありがとうございました！ 
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NPO 経営調査・ヒアリング調査質問項目【寄付】 

 質問項目 補足 

Q.1 
自主財源・事業と委託事業（寄付と委託金収入等）のバラン

スがとれていますか？ 
財源バランス 

Q.2 
複数の方法で、複数の主体から、寄付は受けていますか？そ

れはどのような方法、主体ですか？ 
募金箱、企業など 

Q.3 会員（会費）はどのくらいですか？ 多いことを予想 

Q.4 
組織の管理に関わる職員と事業に関わる職員はそれぞれど

のくらいで、どちらが多いですか？ 
事業が多い事を予想 

Q.5 
代表者の人脈、交流関係、知名度などが寄付に影響している

と思われますか？ 

特にどの分野や業種に影響が

あるか 

Q.6 
協力に支援をおこなってくれる組織・団体などがあります

か？ 
 

Q.7 
理事会など複数の人による意思決定機関により、組織決定が

なされていますか？ 
 

Q.8 
事務局は現場レベルの判断以外は、上記の意思決定機関の指

示に従って行動していますか？ 

現場と決定機関との権限。事務

局の小回り。 

Q.9 
どくのくらいの数のボランティアが関わっていますか？リ

ピート率は高いですか？ 
多く、高い事を想定 

Q.10 
使途限定の寄付がありますか？ある事業や支援についてな

ど。それにより不都合を感じることがありますか？ 
 

Q.11 管理職員の育成はどうされていますか？ 難しい、予想 

Q.12 寄付についてマスコミの影響がありますか？ 影響の大きいことを想定 

Q.13 
税制等の改正により、より寄付が得られやすい環境が訪れる

ことが予測されますか？ 
 

Q.14 他のＮＰＯとの横の連携や協働はされていますか？ 特に地元の NPO と。 

Q.15 
他の NPO との反目や競争関係になったことや、その危機を

感じることがありますか？ 
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NPO 経営調査・ヒアリング調査質問項目【会費】 

 質問項目 補足 

Q.1 組織は当事者団体の性格がありますか？  

Q.2 会費収入には、対価性のあるものが含まれていますか？  

Q.3 
会費、寄付と委託金収入（請負業）によって支えられ、自主事業と委託事

業のバランスがとれていますか？ 
 

Q.4 管理のための人件費が確保できていますか？  

Q.5 会員サービスの為に複数の職員が必要になってきていますか？  

Q.6 
意志決定は、会員の意見を丁寧に汲み取るしくみになっており、理事長の

独断決定ではないしくみですか？ 
 

Q.7 
理事会の開催数は年、何回程度ですか？ 

決議内容はどのようなものですか？ 
多い予想。 

Q.8 
管理費の人件費が確保でき、専用の事務所を構え、事務局体制は安定でき

ていますか？ 
 

Q.9 組織にかかわる要員が沢山いますか？  

Q.10 継続性があり、組織の歴史もあり、任意団体から長く活動されていますか？  

Q.11 定期的な仕事は仕組化されていて、継承がしやすくなっていますか？  

Q.12 
合意形成を行うステークホルダーが多く、運営や事業を変えたり、新しく

始めるにあたって時間がかかる場合もありますか？ 
 

Q.13 
少子多老化による、対象者の増減で会員が減少することが予測されます

か？ 
 

Q.14 
支持者のモチベーション維持にコストがかかる中で、ゆるやかな減少にな

る傾向にありますか？ 
 

Q.15 

社会的な事象へ関心が高まる中で安定した担い手として、新たな支持を受

けられる機会がある中で、新たな支持者のための受け入れ態勢が必要だと

感じていますか？ 
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NPO 経営調査・ヒアリング調査質問項目【収入】 

 質問項目 補足 

Q.1 
組織の特性を活かしたサービスまたは商品を提供していま

すか？ 

自組織が取り組む課題解決の

ための事業 

Q.2 

複数の財源から収入を得ており、販売収入等の自主財源と行

政等からの委託金収入（請負業）のバランスがとれています

か？ 

委託金収入には指定管理等を

含む 

Q.3 
資産とも言える業務を支える常勤職員さんに支払うお金や

家賃支出等の収入における比率は高いですか？ 

人的な資産を保持しており、そ

の維持にお金がかかっている 

Q.4 
実態として、事業や組織運営の決定権は、代表者や事務局に

ありますか？ 

急な事項に対応できるように

なっている。 

Q.5 
代表またはそれに代わる人の下に事務局がついており、トッ

プの意思決定で組織が動いていますか？ 

リーダーを中心としたピラミ

ッド型の組織 

Q.6 
理事会の開催数は年、何回程度ですか？ 

決議内容はどのようなものですか？ 
少ないことを予想。 

Q.7 
スタッフが安心して育つ環境にあり、結束やチームワークの

強いチームがつくられていますか？ 

雇用がある水準で安定をして

いる 

Q.8 
大きな判断では代表者の能力に依存している部分があり、代

表の継承が難しいと感じていますか？ 
代替わりがしにくい 

Q.9 
組織内で代表の意志や声が届かない部分が少しずつでてき

ていることを感じていますか？ 
組織が大きくなるにつれ、 

Q.10 
介護保険制度等の法改正により、収益が減少するなどの影響

が予測されますか？ 
 

Q.11 
組織が成長することでＮＰＯ法人格が足かせとなっている

ことを感じますか？ 
 

Q.12 
地域づくりや社会課題への関心が高まる中で、追い風となる

制度や施策が増えそうですか？ 
 

Q.13 
事業に対して企業等の参入可能性があり、その影響を受ける

可能性を感じますか？ 
 

 



   
90 

 



    
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＮＰＯ法人経営実態把握事業報告書 

発行日 平成 23 年（2011 年）3 月 20 日（第 1 刷） 

発行 岡山県 


